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本資料には講演者の個人的視点に基づく内容が含まれています。

令和５年１月２６日
日本学術会議原子力総合シンポジウム

我が国の原子力政策の在り方について



１．「原子力利用に関する基本的考え方」改訂案
ーパブリックコメント中(4.12.23-5.1.23)－

２．原子力技術活用への期待と課題

３．さらなる信頼回復を目指して

内容
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「原子力利用に関する基本的考え方」ポイント案

⚫ 原子力はエネルギーとしての利用のみならず、工業、医療、農業分野にお
ける放射線利用など、幅広い分野において人類の発展に貢献しうる。

⚫ エネルギー安全保障やカーボンニュートラルの達成に向けあらゆる選択肢
を追求する観点から、原子力エネルギーの活用は我が国にとって重要。

⚫ 一方で、使い方を誤ると核兵器への転用や甚大な原子力災害をもたらし得
ることを常に意識することが必要。

⇒原子力のプラス面、マイナス面を正しく認識した上で、安全面での最大限
の注意を払いつつ、原子力を賢く利用することが重要となる。

原子力利用について：

２．本基本的考え方の理念

⚫ 「安全神話」から決別し、安全性の確保が大前提という方針の下、安定的な原子力エネルギー利用を図る。その際、円滑な事業を進めるための環境整備に
加え、放射性廃棄物処理・処分に係る課題や革新炉の開発・建設の検討等に伴って出てくる新たな課題等に目を背けることなく、国民と丁寧にコミュニ
ケーションを図りつつ、国・業界それぞれの役割を果たす。

⚫ 原子力エネルギー利用のみならず、非エネルギー利用含め、原子力利用の基盤たるサプライチェーン・人材の維持強化を国・業界が一体となって取り組む。

① 東電福島第一原発事故の反省
と教訓
➢ ゼロリスクはないとの認識の下での継続

的な安全性向上への取組・業務体制の確
立・安全文化の醸成・防災対応の強化

➢ 国及び事業者による避難計画の策定支援
等を通した住民の安全・安心の確保

➢ 原子力損害賠償の在り方についての慎重
な検討

４．今後の重点的取組について

② エネルギー安定供給やカーボン
ニュートラルに資する原子力利用
➢ 原発事業の予見性の改善に向けた取組
➢ 既設原発の再稼働
➢ 効率的な安全確認
➢ 原発の長期運転
➢ 革新炉の開発・建設
➢ 安定的な核燃料サイクルの確立
➢ 使用済燃料の貯蔵能力拡大

③ 国際潮流を踏まえた国内外での
取組
➢ グローバル・スタンダードのフォローアップ
➢ グローバル人材・スタンダード形成への我が

国の貢献
➢ 価値を共有する同志国政府や産業界間での、

信頼性の高い原子力サプライチェーンの共同
構築に向けた戦略的パートナーシップ構築

⑤ 国民からの
信頼回復

➢ ルール違反を起こさ
ず、不都合な情報も
隠蔽しない

➢ 専門的知見の橋渡し

人材の育成

⑥ 国の関与の下での廃止措
置及び放射性廃棄物の対応
➢ 今後本格化が見込まれる原発の

廃止措置に必要な体制整備
➢ 処分方法等が決まっていない放

射性廃棄物の対応
➢ 国が前面に立った高レベル放射

性廃棄物対応

④ 原子力の平和利用及び
核不拡散・核セキュリティ等
の確保
➢ プルトニウムバランスの確

保
➢ テロや軍事的脅威に対する

課題への対応
➢ IAEA等と連携したウクライ

ナ支援

⑦ 放射線・ラジオアイソトー
プ（RI)の利用の展開
➢ 「医療用等ラジオアイソトープ

製造・利用推進アクションプラ
ン」の取組（重要RIの国内製
造・安定供給等）

➢ 社会基盤維持・向上等に貢献し
ているという認知拡大及び工業
等の様々な分野における利用の
可能性拡大

⑧ イノベーションの創出に
向けた取組
➢ 民間企業の活力発揮に資するな

ど成果を社会に還元する研究開
発機関の役割

➢ 原子力イノベーションに向けた

強力な国の支援
➢ サプライチェーン・技術基盤の

維持・強化、多様化

⑨ 人材育成の強化

➢ 異分野・異文化の多種多様
な人材交流・連携

➢ 産業界のニーズに応じた産
学官の人材育成体制拡充

➢ 若手・女性、専門分野を問
わず人材の多様性確保/次
世代教育

⚫ エネルギー安定供給不安/地政学
リスクの高まり

３．原子力を取り巻く現状と環境変化

⚫ カーボンニュートラルに
向けた動きの拡大

⚫ 世界的な革新炉の開発・建設/
既設原発の運転期間延長

⚫ 原子力エネルギー事業の予見性
の低下

⚫ テロや軍事的脅威に対する原子
力施設の安全性確保の再認識

⚫ 非エネルギー分野での放射線
利用拡大

⚫ 経済安全保障の意識の高まり

⚫ ジェンダーバランス等、
多様性の確保の重要性増加

⚫ 今後の原子力政策について政府としての長期的方向性を示す羅針盤となるものであり、原子力利用の基本目標と各目標に関する重点的取組を定めている。
⚫ 平成29年（2017年）7月に「原子力利用に関する基本的考え方」を原子力委員会で決定、政府として尊重する旨閣議決定。
⚫ 「今日を含め原子力を取り巻く環境は常に大きく変化していくこと等も踏まえ、『原子力利用に関する基本的考え方』も5年を目途に適宜見直し、改定す
るものとする。」との見直し規定があり、令和3年11月には、改定に向けた検討を開始することについて原子力委員会にて公表し、以来、有識者へのヒア
リングと検討を重ねてきた。

１．基本的考え方について 及び 改定の背景



◼ 原子力は、出力が安定的であり自律性が高いという特徴を有しており、安定供給とカーボンニュートラル実現の両立に向け、脱炭素のベースロード電源とし

ての重要な役割を担う。このため、2030年度電源構成に占める原子力比率20～22％の確実な達成に向けて、安全最優先で再稼働を進める。

◼ 着実な再稼働を進めていくとともに、円滑な運営を行っていくため、地元の理解確保に向けて、国が前面に立った対応や事業者の運営体制の改革等を行

う。具体的には、「安全神話からの脱却」を不断に問い直し、規制の充足にとどまらない自主的な安全性向上、地域の実情を踏まえた自治体等の支援や

防災対策の不断の改善等による立地地域との共生、手段の多様化や目的の明確化等による国民各層とのコミュニケーションの深化・充実に取り組む。

◼ 将来にわたって持続的に原子力を活用するため、安全性の確保を大前提に、新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・建設に取り組む。

地域の理解確保を大前提に、まずは廃止決定した炉の次世代革新炉への建て替えを対象として、六ヶ所再処理工場の竣工等のバックエンド問題の進

展も踏まえつつ具体化を進めていく。その他の開発・建設は、各地域における再稼働状況や理解確保等の進展等、今後の状況を踏まえて検討していく。

あわせて、安全性向上等の取組に向けた必要な事業環境整備を進めるとともに、研究開発や人材育成、サプライチェーン維持・強化に対する支援を拡

充する。また、同志国との国際連携を通じた研究開発推進、強靱なサプライチェーン構築、原子力安全・核セキュリティ確保にも取り組む。

◼ 既存の原子力発電所を可能な限り活用するため、原子力規制委員会による厳格な安全審査が行われることを前提に、運転期間に関する新たな仕組み

を整備する。現行制度と同様に、運転期間は40年、延長を認める期間は20年との制限を設けた上で、一定の停止期間に限り、追加的な延長を認める

こととする。

◼ あわせて、六ヶ所再処理工場の竣工目標実現などの核燃料サイクル推進、廃炉の着実かつ効率的な実現に向けた知見の共有や資金確保等の仕組み

の整備を進めるとともに、最終処分の実現に向けた国主導での国民理解の促進や自治体等への主体的な働きかけを抜本強化するため、文献調査受け

入れ自治体等に対する国を挙げての支援体制の構築、実施主体である原子力発電環境整備機構（NUMO)の体制強化、国と関係自治体との協議

の場の設置、関心地域への国からの段階的な申入れ等の具体化を進める。

3（出典）第５回ＧＸ実行会議 ＧＸ実行推進担当大臣「GX実現に向けた基本方針（案）～今後10年を見据えたロードマップ～」を基に内閣府作成

GX実行会議 原子力の活用

• 2022年12月に開催された第5回GX実行会議において、原子力の活用について、既設
原発の再稼働の早期実現、運転期間の延長など既設原発の最大限の活用、新たな安
全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・建設、バックエンドを進めるため
の国の積極的な関与に関する検討結果が提示された。



令和４年12月22日第10回原子力関係閣僚会議_資料3-１「今後の原子力政策の方向性と行動指針（案）の概要」



• 「革新炉」の中には、様々な炉型があり、それぞれの特徴、目的、実現までの時間
軸の違い等を踏まえた取組が必要である。

様々な革新炉

出典：資源エネルギー庁 ｢エネルギーを巡る社会動向を踏まえた革新炉開発の価値｣ 令和４年４月20日
第1回革新炉ワーキンググループ 資料６

「基本的考え方」
ではこの考え方を

採用
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6

サプライチェーンの維持・強化

（出典）第49回原子力委員会 資源エネルギー庁「今後の原子力政策の方向性と実現に向けた行動指針（案）のポイント」 (2022年）



（出典）日本原子力研究開発機構



（出典）日本原子力研究開発機構



（出典）日本原子力研究開発機構



（出典）日本原子力研究開発機構



主なコンテンツ
❖ 日本の原子力の概況

・GX実行会議の概要
❖ 革新炉開発の技術ロードマップの検討

・革新軽水炉
・小型軽水炉
・高速炉
・高温ガス炉
・核融合

❖ 常陽でのAC225の製作と放射線廃棄物研究
❖ 革新炉の安全性と安全基準

Plenary session #1:

Panel discussion “Towards harmonization of safety approaches: regulatory 
and industry perspectives”

日本では、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて様々な
革新炉の開発・導入の加速が急務となっていることから、革新
炉の国際的な安全基準策定は、日本を含む世界の革新炉導入の
加速に不可欠である。このためにIAEAに期待するところは大き
く、安全基準の策定のみならず、各国の革新炉開発や安全審査
の経験の情報を収集し、メンバー国に提供していく活動も有益
である。
日本は、ナトリウム冷却高速実験炉「常陽」、高温ガス炉HTTR
の安全審査経験を有していることに加え、IAEAや第４世代原子
炉システム国際フォーラム(GIF)において、これらの安全基準
策定の活動に参加しているところであり、引き続き貢献してい
きたい。

11:20-11:30 上坂充 原子力委員会委員長
“Harmonized Power and Non-Power Applications of Next-Generation Advanced Reactors”

「次世代革新原子炉の電力と非電力の統一されたアプリケーション」

IAEAカンファレンス「International Conference on Topical Issues in Nuclear Installation 
Safety-Strengthening Safety of Evolutionary and Innovative Reactor Designs 2022-」
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経年劣化に関する規制の制度設計について

（出典）第50回原子力委員会 原子力規制庁「高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の検討（第５回）」

• 令和4年12月、原子力規制委員会において、経年劣化に関する規制の制度設計につ
いて案が示された。



原子炉圧力容器中性子照射脆化における加圧熱衝撃評価

非常用炉心冷却系統の冷たい水が高

温・高圧の原子炉容器に注入されます。
すると、高温である原子炉容器外側と、

水と接する内側の温度差により、原子炉
容器内面に引っ張りの力（壊そうとする

力）が働きます

22cm(PWR)

監視試験片を

使って計画的に
評価

出典:
1) ATENA https://www.atena-j.jp/safety_measure/2022/05/post-7.html「中性子照射脆化評価について」
2) 電中研より提供
3) 原子炉構造工学 P71
1),2)を基に、内閣府作成

周方向にも力●Cu●Si10nm

照射前のRPV鋼
の分析結果

照射後のRPV鋼
の分析結果

接すると、想定した亀

裂が進展を開始する
可能性がある

溶質原子クラス

ターが形成し、ね
ばり強さ低下の

原因となる

https://www.atena-j.jp/safety_measure/2022/05/post-7.html


202２年１２月末現在

※2020年10月廃止措置計画認可済

※2021年4月廃止措置計画認可済

（出典）2020年10月6日 第31回原子力委員会 資料第２号（電気事業連合会作成）を基に、事務局で作成

原子力エネルギーの課題④：廃炉や放射性廃棄物処分等のバックエンド問題への対処
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国内原子力発電所の廃止措置スケジュール

33年間2040年

※2026年3月廃止措置完了予定



原子力発電所や研究開発施設等から発生する廃棄物について

トレンチ処分：人工
建築物を設けない素
掘り処分
（L3廃棄物）

ピット処分：コンク
リートピットを設けて
処分 (L2廃棄物)

中深度処分：地下70m以深
の場所に処分 (L1廃棄物)

地層処分：地下300m以深の地
層に処分

（高レベル放射性廃棄物）

放

射

能

レ

ベ

ル

高

低

廃

棄

物

発

生

量

多

少

処
分
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○原子力発電所や研究開発施設等の廃止措置や運転等から発生する廃棄物の大部分は、汚染さ
れていない廃棄物又は放射能レベルが基準以下のもの。残りが、低レベル放射性廃棄物。

○使用済燃料再処理施設からは、上述の廃棄物に加え、高レベル放射性廃棄物が発生。

注1:低レベル放射性廃棄物には、上記の他、ウラン廃棄物やさらに放射能レベルが高いTRU
廃棄物と呼ばれるものも含まれる。

注2:放射能レベルの非常に高い廃液を、ガラスと混ぜ、ステンレス容器で固化したもの。

発生源 廃棄物の種類 例

原子力発
電所、研
究開発施
設等

汚染されていない廃棄物 大部分の廃棄物

放射能レベルが基準以下のもの
（クリアランス物）

コンクリート・金属
など

低レベル
放射性
廃棄物
（注１）

放射能レベルが
極めて低いもの
(L3廃棄物) 

コンクリート・金属
など

放射能レベルが
比較的低いもの
(L2廃棄物) 

フィルター・廃器材
など

放射能レベルが
比較的高いもの
(L1廃棄物)

制御棒・炉内構造
物

使用済燃
料再処理
施設

高レベル放射性廃棄物 ガラス固化体
（注２）

（出典）一般社団法人日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集」を
基に、事務局で作成
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廃止措置及び放射性廃棄物への対応
放射性廃棄物の処分の流れ

海外等で
再処理

※：日本原燃(株)の再処理工場・貯蔵施設・
埋設施設は、青森県との協定により、研究
施設等の原子力発電所以外から発生する使
用済み核燃料及び放射性廃棄物は受け入れ
ていない。

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理センター（日本原燃六ヶ所）※

研究機関

（高レベル
放射性廃棄
物等の返
還）

（稼働中のものに限る）

（日本原燃六ヶ所）※

中間貯蔵施設

原子力発電所

MOX燃料加工場

再処理工場

MOX燃料

（日本原燃六ヶ所）※

再処理するま
で一時保管

埋設処分するま
で一時保管

埋設処分施設

L2:日本原燃六ヶ所※

（廃止措置の場合）

地層処分施設

埋設処分
施設は未定

：使用済燃料

：低レベル放射性廃棄物

：高レベル放射性廃棄物、TRU廃棄物の一部等

（凡例）

埋設処分
施設は未定

廃止措置する
原子力発電所

（出典）資源エネルギー庁ウェブサイトを基に、内閣府作成
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/

等

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/009/


１．低レベル放射性廃棄物の処理・処分に当たっての基本的な考え方を提示。

①現世代の責任

②国際的な考え方(管理及び処分の責任主体は発生者、廃棄物発生の最小限化等)の再認識

③前提とすべき４つの原則（発生者責任、廃棄物最小化、合理的な処理・処分、発生者と国民や地元との相
互理解に基づく実施）の共有

２．低レベル放射性廃棄物等の処理・処分に当たって留意すべき事項を提示。

①処分事業者による安全性評価の公開

②放射性物質による汚染状況に応じた適切な処理・処分の実施
(汚染されていないコンクリートや鉄筋などの再資源化、クリアランス物の再利用拡大、汚染されている大型機器の
海外委託処理等)

③発生者等による処分場の確保のための取組の着実な推進

④処理・処分に関する知識継承、技術開発及び人材育成

⑤国による低レベル放射性廃棄物の国内保有量と将来発生量の把握及び関係者間の情報共有

３．その他、研究機関、大学等の研究施設から発生する放射性廃棄物に関する課題（予算の確保、保管施設
の確保、合理的な処分等）を提示。 17

低レベル放射性廃棄物の処理・処分について

• 今後廃止措置が本格化する中、大量に発生する低レベル放射性廃棄物の処理・処
分に当たっての、基本的考え方や留意すべき事項を示した見解を発出。

• 廃止措置を円滑に進めるためには、低レベル放射性廃棄物等の合理的な処理・処
分が必要。
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福島第一原子力発電所の廃炉の状況

（出典）第21 回原子力委員会 山名 元「福島第一原子力発電所の廃炉と関連課題」（2022年5月）

• ALPS処理水の処分方法として海洋放出する基本方針が2021年4月に決定。2022年7
月には原子力規制委員会から認可され、同年8月から海底トンネル等の工事を開始。
具体的な海洋放出の時期は2023年春～夏頃と見込む。

• 燃料デブリの試験的取り出しは2022年内を予定していたが、使用するロボット
アームの改良等が必要なことから、2023年度後半目途着手に見直し。
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福島第一原子力発電所の廃炉における放射性廃棄物の分析(1)

• 福島第一原発の廃炉においては、今後も大量の放射性廃棄物が発生する。

（出典）原子力規制委員会特定原子力施設監視・評価検討会（第98回）東京電力「固体廃棄物の性状把握に向けた試料採取・分
析計画について（2022年度）」（2022年3月）
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• 2020年夏以降、核燃料サイクル施設の事業変更許可や最終処分の取組など、核燃料サイ
クルの取組が大きく前進。

• 核燃料サイクル確立に向けて、①六ヶ所再処理工場・MOX燃料工場の竣工、②使用済燃料
対策の推進、③最終処分の実現、④プルトニウムバランスの確保等の取組を加速するこ
とが重要。

核燃料サイクルの確立に向けた取組の進展

○プルトニウムバランスの確保

⚫新たなプルサーマル計画に基づき、

2030年度までに少なくとも12基で実施

⚫ プルトニウムの回収と利用のバランスを管理

うち4基でMOX燃料を使う

＝「プルサーマル」を実施

（出典）日本原燃株式会社

使用済燃料

MOX燃料

MOX燃料工場

燃料プール

「原発」
稼働済10基

地層処分施設
（最終処分場）

1.9万トン/2.4万トン
＝約80%

○使用済燃料対策の推進

⚫ 業界全体で貯蔵能力の拡大を推進

2030年頃に容量を約3万トンへ

⚫ 業界大の連携・協力を推進

⚫ 使用済MOX燃料の技術開発を加速

○再処理工場・MOX工場の竣工

⚫ 業界大で原燃の審査・竣工を支援

再処理：2024年度上期の
できるだけ早期

ＭＯＸ：2024年度上期

（2020.  7 許可）

（2020.12 許可）

（2地点で文献調査実施中）

乾式貯蔵施設 （2020.  9 伊方 許可）
（2020.11 RFS 許可）
（2021.  4 玄海 許可）
（2021.  5 使用済燃料対策推進計画 改訂）

○最終処分の実現

⚫複数地点で文献調査を実施中

⚫ できるだけ多くの地域で関心を持っていた
だけるよう、全国での対話活動に取り組む

六ヶ所再処理工場

高レベル放射性廃棄物
（ガラス固化体）

（2020.12 プルサーマル計画）
（2022.  2 プルトニウム利用計画）

（2018. 7 我が国におけるプルトニウム
利用の基本的な考え方）

（出典）第２６回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会
資料３ 核燃料サイクルの確立に向けた取組（事務局提出資料）（2022年5月）をもとに作成



最終処分の実現に向けた原子力利用国の状況

⚫ 高レベル放射性廃棄物の最終処分の実現は、原子力を利用する全ての国の共通の課題。
⚫ 世界で唯一処分場の建設を開始しているフィンランドにおいても、地層処分の実施を決めてから30年
以上の歳月をかけて、国民理解・地域理解に弛まぬ努力を重ねてきた。

フィンランド（エウラヨキ）

フランス（ビュール地下研究所近傍）

スウェーデン（エストハンマル）

◆人口：約22000人
◆ フォルスマルク原子力発
電所が立地

◆沖合には群島が数多く
広がっており、避暑地や
観光地としても有名

（注）写真はSKB社作成イメージ図

◆人口：約9400人
◆オルキルオト原子力発電
所が立地

◆原子力発電がエウラヨキ
市の主要産業

◆ムーズ県とオート=マルヌ県の県境に立
地予定

◆処分場建設予定地の主な6自治体
（約90㎞2）の人口は600 人程度、
農業が主要産業

調査段階前 文献調査 概要調査
ボーリング調査等

精密調査
地下調査施設
による調査

処分地選定済

ドイツ

ベルギー スイス 中国 フランス
(甘粛省北山)  (ビュール近傍)
※他エリア概要

調査継続中

米国 スウェーデン

(ユッカマウンテン）(フォルスマルク)

※審査中断中 ※事業許可済

フィンランド
(オルキルオト)

※建設中

カナダ英国韓国

スペイン

日本
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高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する北海道2自治体の文献調査開始

2018年：科学的特性マップを公表

2018年：マップ上の濃いグリーンの地域を中心に、きめ細かい対話活動を開始

2019年：より深く知りたい関心グループのニーズに基づく情報提供の強化など、「複数地域での文献調査の

開始に向けた当面の取組方針」を策定

2020年：北海道２自治体（寿都町、神恵内村）において文献調査開始

2021年：改訂後の包括的技術報告書の公表（2月NUMO）（同報告書レビュー版（2018年公表）を原子力学会レ

ビュー）

北海道寿都町（すっつちょう）
2020/8/13：文献調査検討の表面化
9/7  ：寿都町主催で住民説明会（～9/29）
9/29：住民説明会（国説明）、9/30：町議会

への説明会（国説明）
10/9：町長が文献調査応募
11/17：経産省がNUMOの事業計画変更を

認可（文献調査開始）
2021/3/8：概要調査・精密調査移行時の住

民投票条例が町議会で採決
4/14：「対話の場」の立ち上げ（2022年12月

までで14回開催）

北海道神恵内村（かもえないむら）
2020/9/11：商工会での検討状況が表面化
9/26：国・NUMO主催で住民説明会開始（～

9/30）
10/2：常任委員会、
10/8：村議会臨時会で誘致請願を採択
10/9：国から申し入れ、村長が受諾
11/17：経産省がNUMOの事業計画変更を

認可（文献調査開始）
2021/4/15：「対話の場」の立ち上げ（2022年

12月までで11回開催）

（出典）第30回原子力委員会 資源エネルギー庁「最終処分に関する最近の取組」（2022年8月）、原子力発電環境整備機構｢原子力発電環境整
備機構NUMO）の取組みについて（2022年8月）



⚫ 北海道大学 放射性廃棄物処分

勉強会
⚫ 放射線教育プロジェクト

⚫ エネフィーメール21
⚫ Climate Youth Japan

⚫ 紫陽花の会 なとわ
⚫ 尚絅学院大学 総合人間科学部

環境構想学科

関東
⚫ BENTON SCHOOL

⚫ 特定非営利活動法人
女性技術士の会

⚫ 特定非営利活動法人
放射線線量解析ネットワーク

(RADONet)
⚫ 学術フォーラム・多価値化の

世紀と原子力
⚫ 東京当別会 有志の会

⚫ 翔友有志の会
⚫ 東京私立初等学校協

会社会科研究部
⚫ 慶應技術士会

⚫ 若者と地層処分を考える会
⚫ 若者と地層処分を学ぶ会

⚫ 日本保健物理学会学友会

⚫ 西那須野商工会
⚫ 特定非営利活動法人 地球感

⚫ 一般社団法人 柏崎青年会議所
⚫ 山梨県消費生活研究会

連絡協議会
⚫ なでしこ会

⚫ 核兵器廃絶・平和建設国民会議
「KAKKIN 栃木」

中部

⚫ 洲本交通安全協会

⚫ 生活者の視点で原子炉を考える会
⚫ 公益社団法人 兵庫工業会

⚫ 特定非営利活動法人 NUSPA
⚫ 近畿大学 原子力研究所

第３研究室
⚫ 和歌山ゴールドライオンズクラブ

⚫ 特定非営利活動法人
シンビオ社会研究会

⚫ 京都府立鴨沂高等学校

⚫ 原発のごみ処分を考える会
⚫ 福井県原子力平和利用協議会

敦賀支部
⚫ 高浜町原子力発電関連勉強会

⚫ スマートエネルギー福井会
⚫ 若狭高浜クラブ

⚫ きのこと星の町おおいネットワーク
⚫ 原子力国民会議福井支部

⚫ 福井県立敦賀高等学校
⚫ 福井県女性エネの会

中国・四国
⚫ 山陰エネルギー環境教育

研究会
⚫ 山口県地域消費者団体

連絡協議会
⚫ 松江エネルギー研究会

⚫ 豊田くらしの会
⚫ La vie

⚫ 環境とエネルギーを考える
消費者の会(えこはーもにぃ)

⚫ 山口エナジー探偵団
⚫ 愛媛県立東予高等学校

⚫ 松江高専専攻科有志
⚫ 山口県商工会議所連合会

⚫ 出雲商工会議所 工業部会
⚫ 鳥取実業倶楽部

⚫ エネルギー問題勉強会
⚫ ものづくり愛好会(香川高専)

⚫ つわぶき友の会
⚫ 鴨島電気工事協同組合

⚫ えひめエネルギーの会
⚫ えひめ消費生活センター友の会

松山支部

九州・沖縄

⚫ 沖縄エネルギー環境教育研究会
⚫ 科学技術コミュニケーション研究所もっと知りもっと語る会

⚫ 「電気のゴミ」ワークショップ
⚫ 九州原子力会議

⚫ 宮崎大学学生地層処分事業勉強会
⚫ NPO法人 みやざき技術士の会

⚫ 宮崎県地域エネルギー環境教育ネットワーク推進会議
⚫ 神松寺社会問題研究会

⚫ KAKKIN鹿児島エネルギー研修会

⚫ びさい消費者の会

⚫ 岐阜工業高等専門学校
⚫ 愛知県教育関係者

⚫ 特定非営利活動法人 放射線環境・安全カウンシル
⚫ 東海・北陸・近畿地区における高専教職員の地層処分事

業勉強会
⚫ 三重大学教育学部 技術・ものづくり教育講座

電気工学研究室
⚫ みえ防災コーディネーター津ブロック

⚫ エネルギーミライズ
⚫ 一般社団法人 環境創造研究センター

近畿
⚫ 大阪市環境経営推進協議会

※ NUMOが実施する学習支援事業等を活用し、勉強会や講演会、関連施設見学会等の活動を行ったグループ

「より深く知りたい」関心グループの全国的な広がり

⚫ 全国で対話活動を続ける中で、地層処分事業をより深く知りたいと考える、経済団体、大学・教育関係者、
NPO等の、全国で約110の関心グループ※が勉強会や情報発信などの多様な取組を実施。

⚫ 和歌山異業種交流会

⚫ 和歌山尚友会
⚫ 核兵器廃絶・平和建設

和歌山県民会議
⚫ 和歌山県経営者協会

⚫ 女性ビジネス研究会”凛”
⚫ チームEEE

(エネルギー環境教育実践チーム)
⚫ 特定非営利活動法人

奈良環境カウンセラー協会
⚫ 伊都・橋本地球温暖化対策協議会

⚫ 特定非営利活動法人
大阪環境カウンセラー協会

⚫ 学校法人 福井学園 福井南高

等学校
⚫ 原子力×次世代層ネットワーク

(NEXT)
⚫ 大阪大学学生有志

⚫ 和歌山社会教育研究会
⚫ 和歌山未来まちづくりの会

⚫ 友信会
⚫ 一般社団法人和歌山市観光協会

北海道・東北 2021年12月時点

⚫ 若者と地層処分を学ぶ会（東北）⚫ 北海道大学大学院
農学研究院作物栄

養学研究室
⚫ 北海道函館工業高

等学校
⚫ 能代の地域振興を考

える有志の会

⚫ 埼玉県電気工事工

業組合
⚫ 横浜エネルギー政策

懇話会
⚫ 日本原子力学会学

生連絡会
⚫ NPO法人 あすかエ

ネルギーフォーラム
⚫ 静岡大学 社会合

意形成研究会
⚫ 特定非営利活動法

人 アースライフネット
ワーク

⚫ 神奈川県放射線友
の会

⚫ 環境教育支援ネットワーク きづき ⚫ 藤枝市ニューロンの
会

⚫ 島田市３Sの会

⚫ 香川大学創造工学部

長谷川研究室
⚫ 核兵器廃絶・平和建

設香川県民会議
⚫ KAKKIN愛媛

⚫ 丸亀商工会議所
正副会頭会

⚫ 未来型科学教育
研究会
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信頼回復に関して人文社会学的アプローチ

原子力委員会にて、「原子力利用に
関する基本的考え方」の改定に向け
た検討にあたり、人文社会学系を含
む合計54名の有識者等からヒアリン
グを実施。

• 地層処分に関する社会的側面
に関する研究

• 世代間倫理・正義（現世代の
責任についての考察）

• 原子力政策に関する哲学研究者
の視点

等、信頼回復に向けての考え方に
ついて重要な視点の提供。
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―①「原子力利用に関する基本的
考え方」：「放射性廃棄物は、現世
代が享受した原子力による便益の代
償として実際に存在していることに鑑
み、現世代の責任としてその処理・
処分を着実に進める。」
―②「低レベル放射性廃棄物等の
処理・処分に関する考え方について
（見解）」：「放射性廃棄物の処
理・処分は、原子力利用による便益
を享受した現世代の責任において、
安全性の確保と国民の理解を旨とし
て進める必要がある。」
―③「令和３年度版原子力白書」
：「原子力利用による便益を享受し
放射性廃棄物を発生させた現世代
の責任として、将来世代に負担を先
送りしないという認識の下で、放射性
廃棄物の処分が着実に進められてい
ます。」

（出典）令和４年11月4日原子力委員会資料を基に発表者作成



26（出典）令和４年６月２７日原子力委員会資料より発表者抜粋
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Theranostics = Theraputics + Diagnosis

セラノスティクス医薬品の構造



α線放出核種による治療例α線放出核種による治療

Kratochiwil C, et al. J Nucl Med 2016

before therapy

※Prostate Specific Membrane Antigen（前立腺特異的膜抗原）

after 1st therapy after 2nd therapy

〇 2016年、骨転移が全身に広がった転移性前立腺がんに対しアクチニウム225標識PSMA※-617 
中分子製剤を投与したところ、転移がんが消失した旨の報告があったことを契機に、アクチニウム
225は注目を集めている。
〇 以降、欧州や南アフリカなどから関連研究が相次いでおり、既に多くの臨床試験が開始。

※Prostate Specific Antigen（前立腺特異抗原）

※

（３回投
与）

（１回投
与）

28



29

令和３年4月6日（火）第11回原子力委員会定例会議資料 資料１



99Mo/99mTc の供給体制シフト

世界で6基の高濃縮ウラン研究炉に
よる製造と空輸

低濃縮ウラン研究炉と加速器（電子ロー
ドトロン・電子ライナックγ線源の

ベストミックス）

MURR

Electron Linac g-ray SourceElectron Rhodotron
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モリブデン99国内製造に向けた取組核医学診断について

〇 本年２月に運転を再開し、本年７月に施設供用運転を開始した日本原子力研究開発機構
（JAEA）の試験研究炉「JRR-３」を用いることで、国内需要の20-30％を製造できる可能性。
〇 また、日本メジフィジックス（放射性医薬品メーカー）においても、2023年から加速器を用いて生産
すること目指している。

JAEAにおけるモリブデン99/テクネチウム99m国内安定供給のフロー

（出典）第22回原子力委員会 JAEA資料（2021年） 31



3232令和4年2月21日 原子力委員会医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会（第5回）



第３回専門部会 資料３（東委員資料）より



34（出典）第２回医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会 中村委員資料



医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン

アクションプラン策定の経緯

核医学治療への期待

• 「セラノスティクス」
（診断と治療を合わせて行う考え方

やその手法）への注目の高まり

国内の動き・課題
• ラジオアイソトープの大量製造を可能とする研究炉の再稼働

の動き
一方、
• 核医学治療を行う病床数の不足
• ラジオアイソトープ製造・利用を推進する人材不足

海外の状況
• 製造・研究に多額の投資
• 研究炉・加速器のネットワーク形成を推進
• ラジオアイソトープ及びその原料について獲得
競争の様相

最先端の原子力科学技術により医療体制を充実し、国民の福祉向上に貢献するとともに、
医療サービスの観点から経済安全保障の確保に寄与すべく、

国産ラジオアイソトープを患者のもとへ届けるためのアクションプランを策定

10年の間に実現すべき目標

①モリブデン-99/テクネチウム-99mの一部国産化による安定的な核医学診断体制の構築
②国産ラジオアイソトープによる核医学治療の患者への提供 ③核医学治療の医療現場での普及
④核医学分野を中心としたラジオアイソトープ関連分野を我が国の「強み」へ

アクションプラン

（１）重要ラジオアイソトープの国内製造・安定供給のための取組推進
・JRR-3・加速器を用いたモリブデン-99/テクネチウム-99mの安定供給 (可能な限り2027年度末に国内需要の約３割を製造し、国内へ供給）
・「常陽」・加速器を用いたアクチニウム-225大量製造のための研究開発強化（「常陽」において2026年度までに製造実証）
・アスタチン-211実用化に向けた取組強化（2028年度を目途に医薬品としての有用性を示す） 等

（２）医療現場でのアイソトープ利用促進に向けた制度・体制の整備
・核医学治療を行える病室の整備（特別措置病室等）（核医学治療実施までの平均待機月数について、3.8か月（2018年）→平均２か月（2030年））
・トリウム-227・ガリウム-68等、新たな放射性医薬品への対応 等

（３）ラジオアイソトープの国内製造に資する研究開発の推進
・研究炉・加速器による製造のための技術開発支援 ・福島国際研究教育機構による取組推進
・新たな核医学治療薬の活用促進に向けた制度・体制の整備 等

（４）ラジオアイソトープ製造・利用のための研究基盤や人材、ネットワークの強化
・人材育成の強化（研究人材、医療現場における人材等） ・国産化を踏まえたサプライチェーン強化 ・廃棄物の処理・処分に係る仕組みの検討 等

〇 科学技術・イノベーション政策、健康・医療政策、がん対策の観点からも重要であるため、関係する政府戦略の方向性とも軌を一にして取り組む

2022年5月31日原子力委員会決定
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ラジオアイソトープ製造に向けた我が国の姿勢

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 フォローアップ（2022年６月７日閣議決定）

２．科学技術・イノベーションへの重点的投資 （４）再生・細胞医療・遺伝子治療等
・輸入に依存する医療用ラジオアイソトープの国産化実現のため、「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」（令和４年５月３１日原子
力委員会決定）に基づき、2022年度から、「ＪＲＲ－３」や「常陽」などの試験研究炉等を用いた研究開発や実用化を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2022（2022年6月７日閣議決定）
第４章 中長期の経済財政運営 ５．経済社会の活力を支える教育・研究活動の推進
官民連携による持続可能な経済社会の実現に向け、「第6期科学技術・イノベーション基本計画」¹⁶³及び分野別戦略¹⁶⁴を着実に実行する。
＜注釈＞
【163】令和３年３月26 日閣議決定。
【164】「第６期科学技術・イノベーション基本計画」等において、ＡＩ、バイオテクノロジー、量子、マテリアル、環境エネルギー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食
料・農林水産業が戦略的な重要分野として位置付けられている。また、「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」に基づく取組を推進する。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 フォローアップ 工程表
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統合イノベーション戦略2022（2022年６月３日閣議決定）

【今後の取組方針】
・「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」に基づき、がん診断やがん治療への高い効果が期待され、世界的に治験・臨床研究の強化が激化して

いる医療用等のラジオアイソトープについて、経済安全保障の観点からも、JRR-3や「常陽」といった試験研究炉等を用いた製造に係る研究開発から実用化、普及
に至るまでの取組を一体的に推進。【科技、健康医療、復、外、文、厚、経、国、環】

【実施状況・現状分析】
・がん診断やがん治療への高い効果が期待され、世界的に治験・臨床研究の競争が激化している医療用等のラジオアイソトープの国内製造は経済安全保障の観点よ
り重要。2022年５月に、原子力委員会において、「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」を取りまとめ。

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 １．国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革
（６）様々な社会課題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用 ① 総合知を活用した未来社会像とエビデンスに基づく国家戦略の策定・推進



Rays of Hope will integrate the breadth of the IAEA’s 

expertise to support Member States in the diagnosis and 
treatment of cancer using radiation medicine.

IAEA "Rays of Hope" brochure  https://www.iaea.org/sites/default/files/22/02/rays-of-hope-v2.pdf37



第6６回IAEA総会における原子力委員会主催サイドイベント

α線薬剤の開発とアイソトープの供給～アスタチン-211（211At）と国際機関の役割及びその可能性～

(The Development of Alpha-emitting radiopharmaceuticals and the Supply of the Isotopes:
211At and the possible role of the international organization)

タイトル

概要

○ α線薬剤について、世界の注目を集める画期的な研究成果を発表した独・
デュッセルドルフ大学のギーセル教授より基調講演を実施。

○ IAEA幹部、米国欧州の製造・供給網の代表者、 211Atの製造・研究開発
について先進的な取組を推進している各国研究者が現状や課題、今後の
期待について発表。

○ 会議はオンラインとウィーン現地のハイブリッド形式で開催。各国・地域及び
国際機関からオンラインで計約240名が参加（米、中、シンガポール、インド
ネシア、マレーシア、IAEA、OECD/NEA等）

上坂委員長による開会挨拶

IAEA物理化学部門 部長
メリッサ・デネケ氏によるスピーチ

欧州及び米国のAt-211製造・供給網の代表者
ナント大学ジャスティン博士、DOEバルキン博士

会場の様子
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ＩＡＥＡ幹部による講評

国際原子力機関物理化学部門部長 メリッサ・デネケ 氏

・アルファ線核医学治療については、非常に早く研究開発が進んでいる。

・211Atについては、臨床研究では少し遅れをとっているものの、非常に期待値が高い。

・本日は重要なプレゼンを多数いただいた。

・国際的なネットワークを構築していくことは非常に重要。米国でもネットワークができ
ており、欧州でもCOST Actionを立ち上げ、日本や南米地域でもネットワークが出来つ
つある。これらの地域的な取り組みを連結させることができれば、一層の研究の発展に
寄与すると考えられる。

・IAEAがその国際的なネットワークを提供することができれば、議論の場や、共同研究の
発出点としても使えることと思う。

・IAEAではこの２月に放射線がん治療・診断に関するイニシアチブ”Rays of HOPE”を立
ち上げた。この分野での研究開発が一層進む事を期待する。



40
（出典）令和４年12月7日第87回がん対策推進協議会_資料１「第4基がん対策推進基本計画（案）について」



令和４年12月7日厚生労働省第87回がん対策推進協議会「第4基がん対策推進基本計画（案）
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（現状・課題）
国は、がんに対する質の高い放射線療法を安全に提供するため、専門的な知識及び技能を有する医師等の医療従事
者の配置、リニアック等の機器の整備を行い、拠点病院等を中心に、強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ：Intensity
Modulated Radiation Therapy）を含む放射線療法の適切な実施体制の整備を進めてきた。また、粒子線治療
や核医学治療（ＲＩ：Radioisotope 内用療法等）、ホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ：Boron Neutron
Capture Therapy）等の新しい放射線療法について、保険適用が拡大されたほか、それらに対応できる放射線治療
病室の整備に向けて、診療報酬上の要件を見直す等、取組を進めてきた。 （略）
（取り組むべき施策）
国及び都道府県は、患者が、それぞれの状況に応じた適切な放射線療法を受けられるよう、標準的治療の提供に加え
て、科学的根拠に基づく高度な放射線療法の提供についても、医療機関間の役割分担の明確化及び連携体制の整備
等の取組を進める。国は、関係学会等と連携し、粒子線治療、核医学治療等の高度な放射線療法の提供体制の在
り方について検討する。

（現状・課題） （略）
内閣府原子力委員会において策定された「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」（令和４年
５月31 日）では、今後10 年の間に実現すべき目標として「国産ラジオアイソトープによる核医学治療の患者への提
供」等が掲げられ、その実現に向けた具体的取組として、ＲＩを用いた治療の研究開発に対する支援等を推進するこ
と等が示されている。
（取り組むべき施策）
国は、「がん研究10 か年戦略中間評価報告書」や本基本計画を踏まえ、がん研究の更なる充実に向け、戦略の見直
しを行う。また、関係省庁が協力し、多様な分野を融合させた先端的な研究を推進することにより、治療法の多様化に向
けた取組をより一層推進する。

（出典）令和４年12月7日第87回がん対策推進協議会_資料２「第4基がん対策推進基本計画（案）」より発表者抜粋。赤字は発表者強調。

２. 患者本位で持続可能ながん医療の提供（１）がん医療提供体制等 ③手術療法・放射線療法・薬物療法に
ついて（イ）放射線療法について

４. これらを支える基盤の整備（１） 全ゲノム解析等の新たな技術を含む更なるがん研究の推進



42（出典）令和４年12月7日第87回がん対策推進協議会_資料１「第4基がん対策推進基本計画（案）について」



(1) 低レベル放射性廃棄物の処理・処分に当たっての基本的な考え方及び留意すべき事項を提示
• 前提とすべき４つの原則の共有（発生者責任、廃棄物最小化、合理的な処理・処分、発生

者と国民や地元との相互理解に基づく実施）
• 発生者等による処分場の確保のための取組の着実な推進

(2) その他、研究機関、大学等の研究施設から発生する放射性廃棄物に関する課題（予算の確保、
保管施設の確保、合理的な処分等）を提示
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原子力委員会における低レベル放射性廃棄物の処理・処分に係る考え方の整理

• 2021年12月に、原子力発電所や研究開発施設等から発生する低レベル放射性廃棄
物の処理・処分に関する考え方（見解）を発出。

• 2022年５月に、見解で対象としていなかった医療分野で発生する低レベル放射性
廃棄物に係る制度整備の必要性について記載した「医療用等ラジオアイソトープ
製造・利用推進アクションプラン」を決定。

• 「原子力利用に関する基本的考え方」（案）において、見解及びアクションプラ
ンの内容を包含。

(1) 医療現場でのアイソトープ利用促進に向けた制度体制の整備やラジオアイソトープ製造・利
用のための研究基盤や人材、ネットワークの強化等に必要なアクションプランを提示

• 核医学・放射線診療分野で発生する廃棄物の処理・処分の合理化に係る規定の整備が必要

原子力利用に関する基本的考え方（案）

低レベル放射性廃棄物の処理・処分に関する考え方について（見解）（2021年12月28日）

医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン（2022年5月31日）



令和4年8月26日内閣総理大臣決定「新産業創出等研究開発基本計画」概要（主な研究開発の内容）



東大原子力専攻・原子力国際専攻・バイオエンジニアリング専攻・アイソトープ総合センター・
放射線医学総合研究所

基礎研究・
動物研究用
試薬をまず供給

人形峠鉱さいから

Ra-226を抽出

(合計~15g程度の
226Raが見込まれる)

γ線照射のための
Ra-226ターゲット化

(化学形態や担持
体の検討)

分子標的薬の標
識および品質検査, 

薬剤の輸送 -> 病

院での投与

ミキサセトラ

１Fサイト

U無し燃料デブリ

海外

再処理工場

68Zn 98,100Mo

225Ac

67Cu

99Mo/  
99mTc

<< ウラン鉱さい由来のAc-225医薬品生成の全体像>>

67Cu（+線PET診断＋治療）
225Ac（α線治療）

セラノティクス(治療＋診断)
(Theranotics=Theraputic+D
iagnosis、市場数兆円/年)

99Mo/99mTc（g線SPECT
診断、市場1,000億円/ 
年＠日本）

核のゴミからがん診断・治療薬創製
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日本原子力学会原子力アゴラ調査専門委員会「大学等核燃及びＲＩ研究施設の課題と提言」より発表者抜粋



根拠

情報の
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・
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入 手

入 手

入 手

入 手

理
解
の
深
化

研究成果、研究報告など

一般向けのわかりやす
いい解説、教材など

国際機関等によりまとめら
れた報告書、解説書、研
修資料など

根拠を一般向けに解説し
たもの、政策情報など

科学的に正確な情報や客観的な
事実（根拠）に基づく情報体系 コミュニケーション

広報・対話

広報・対話

広報・
対話

広報・
対話

広報・
対話フィードバック

フィード
バック フィード

バック

フィード
バック

フィード
バック

フィード
バック

理解の深化に向けた方向性

• 今後、原子力の利用を考えるに当たっては、国民一人一人が、科学的に正確な情報や客観的な事実（根
拠）に基づいて理解を深め、個々人がそれぞれの意見を形成していくことが不可欠である。

• 原発立地地域に加え、世の中の大半を占める一般の方々の関心に応えるためには、科学の不確実性やリ
スクに十分留意しながら以下の取組が不可欠である。

• 疑問に思ったときに、自ら調べ、疑問を解決し、理解を深められるような情報体系（左側）
• 双方向の対話や広報等のコミュニケーション活動（右側）
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放射線副読本の作成・配布

エネルギー教育副教材の作成

✓ エネルギー問題に関する児童・生徒の当事者意識

の醸成を目指すもの。

✓ 資源エネルギー庁が作成。

✓ 小学生用、中学生用の2種類。

✓ 児童・生徒が放射線に関する科学的な知識を身に

つけ、理解を深められることを目指すもの。

✓ 文部科学省が作成。

✓ 小学生用、中学生・高校生向け用の2種類。

✓ 最新の状況を踏まえた時点更新、ALPS処理水に

関する記載の追記等を行い、2021年10月に改訂。

✓ 全国の小中高等学校等へ配布。

初等中等教育における取組

（出典）資源エネルギー庁「副教材の作成（エネルギー教育）」 48

日本原子力学会教育委員会教科書

✓ 教科書調査WGによる「小中高等学校教科書のエ

ネルギー記述に関する提言」

✓ 社会，理科，保健体育，技術･家庭の調査

（出典）文部科学省「放射線副読本（令和3年改訂（令和4年一部修正）」



原子力学会小中高校教科書検討WG

49（出典）令和5年第1回原子力委員会資料より発表者抜粋 赤枠は発表者追加



学協会の女性比率（男女共同参画学協会連絡会の調査）

日本原子力学会の会員推移

年 総会員（人） 女性（人） 割合(%)

2017 6855    317  4.6

2019       6518    278     4.6

2021       6027    322     5.3

出展：「連絡会加盟学協会における女性比率に関する調査」
（2017年・男女共同参画学協会連絡会）」

出展：「連絡会加盟学協会における女性比率に関する調査」
（2017年・ 2019年・ 2021年男女共同参画学協会連絡
会）」

（出典）第5回原子力委員会 岩城智香子「『原子力利用に関する基本的考え方』について」（2022年２月）

多様性（女性、若者）の重要性（２）
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１．「原子力利用の基本的考え方」（改定案）を作成し、現在パブリックコメ

ント募集中。GX実行会議結果提示。「今後の原子力政策の方向性と行
動指針」（案）もパブリックコメント募集中。

２．原子力技術活用への期待と課題

・革新炉とサプライチェーンと人材育成

・長期運転の健全性の社会への説明

・廃炉と低レベル放射性廃棄物

・原子力バックエンドの技術開発と人材育成

・医療用ライジアイソトープの製造と利用の推進

３．さらなる社会の信頼回復と理解増進

・コミュニケ―タ育成 ・初等中等教育 ・ジェンダーバランス 等

51
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